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和歌山地方最低賃金審議会小委員会運営規程 
（規程の目的） 
第１条 この規程は、和歌山地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）小委員会

（以下「小委員会」という。）の議事に関し、審議会運営規程に定めるものの

ほか、必要な事項について定めるものである。 
（小委員会の審議事項） 
第２条 小委員会は、審議会の付託事項について、審議を行うものとする。 
（組 織） 
第３条 小委員会の委員は９人以内とし、労働者を代表する委員、使用者を代表する委

員及び公益を代表する委員各同数をもって組織する。 
（委員長） 
第４条 小委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は、公益を代表する委員のうちから、委員が選任する。 
３ 委員長は、会務を統括する。 
４ 委員長に事故があるときは、あらかじめ第２項の規定の例により選任された者

が委員長の職務を代理する。 
（会議の招集） 
第５条 小委員会の会議（以下｢会議｣という。）は委員長が必要と認めたときのほか、

審議会長（以下｢会長｣という。）又は、委員の３分の１以上から開催の請求が

あったとき、委員長が招集する。ただし、第１回会議は会長が招集する。 
２ 前項の規定により会長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付

議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の１週間前までに委員長に通知し

なければならない。 
３ 委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも３日前までに付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、

会長に通知するものとする。 
４ 会議は、労働者を代表する委員、使用者を代表する委員及び公益を代表する委

員の各側委員１人以上を含む過半数の出席により開催するものとする。 
（委員の欠席） 
第６条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を委 

員長に適当な方法で通知するものとする。 
（会 議） 
第７条 委員長は会議の議長となり、議事を整理する。 
２ 委員は、会議において発言しようとするときには、委員長の許可を受けるもの

とする。 
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（会議の公開） 
第８条 会議は、原則として非公開とする。 
（議事録及び議事要旨） 
第９条 会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成し、議事録には委員長及び

委員長の指名した委員２人が署名するものとする。 
２  議事録及び会議の資料は、原則として非公開とする。 
３  議事要旨は、原則として公開とする。 

（報 告） 
第１０条 委員長は、会議の審議結果について、速やかに審議会に対して報告するもの

とする。 
（雑 則） 
第１１条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、小委員会

の議決に基づいて行う。 
（規程の改廃） 
第１２条 この規程の改廃は、小委員会の議決に基づいて行う。 
（附 則） 
 この規程は平成２０年６月１４日から施行する。 
 
 一部改正 令和元年８月５日 



(案) 

和歌山地方最低賃金審議会小委員会運営規程 
（規程の目的） 
第１条 この規程は、和歌山地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）小委員会

（以下「小委員会」という。）の議事に関し、審議会運営規程に定めるものの

ほか、必要な事項について定めるものである。 
（小委員会の審議事項） 
第２条 小委員会は、審議会の付託事項について、審議を行うものとする。 
（組 織） 
第３条 小委員会の委員は９人以内とし、労働者を代表する委員、使用者を代表する委

員及び公益を代表する委員各同数をもって組織する。 
（委員長） 
第４条 小委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は、公益を代表する委員のうちから、委員が選任する。 
３ 委員長は、会務を統括する。 
４ 委員長に事故があるときは、あらかじめ第２項の規定の例により選任された者

が委員長の職務を代理する。 
（会議の招集） 
第５条 小委員会の会議（以下｢会議｣という。）は委員長が必要と認めたときのほか、

審議会長（以下｢会長｣という。）又は、委員の３分の１以上から開催の請求が

あったとき、委員長が招集する。ただし、第１回会議は会長が招集する。 
２ 前項の規定により会長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付

議事項及び希望期日を少なくとも当該期日の１週間前までに委員長に通知し

なければならない。 
３ 委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも３日前までに付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、

会長に通知するものとする。 
４ 会議は、労働者を代表する委員、使用者を代表する委員及び公益を代表する委

員の各側委員１人以上を含む過半数の出席により開催するものとする。 
（委員の欠席） 
第６条 委員長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受

信により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステム

をいう。次項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席するこ

とができる。 
２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第

６条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への



(案) 

出席に含めるものとする。 
３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を委

員長に適当な方法で通知するものとする。 
（会 議） 
第７条 委員長は会議の議長となり、議事を整理する。 
２ 委員は、会議において発言しようとするときには、委員長の許可を受けるもの

とする。 
（会議の公開） 
第８条 会議は、原則として非公開とする。 
（議事録及び議事要旨） 
第９条 会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成し、議事録には委員長及び

委員長の指名した委員２人が署名するものとする。 
２  議事録及び会議の資料は、原則として非公開とする。 
３  議事要旨は、原則として公開とする。 

（報 告） 
第１０条 委員長は、会議の審議結果について、速やかに審議会に対して報告するもの

とする。 
（雑 則） 
第１１条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、小委員会

の議決に基づいて行う。 
（規程の改廃） 
第１２条 この規程の改廃は、小委員会の議決に基づいて行う。 
（附 則） 
 この規程は平成２０年６月１４日から施行する。 
 
 一部改正 令和元年８月５日 
 
 一部改正 令和３年８月 日 
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平成１５年１２月１日 

 

 

和歌山地方最低賃金審議会 

会長 小野朝男 殿 

 

 

和歌山地方最低賃金審議会 

産業別最低賃金制度改善検討小委員会 

委員長 小野朝男 

 

 

 

和歌山県産業別最低賃金制度の改善について（報告） 

 

当小委員会は、平成１５年５月１６日和歌山地方最低賃金審議会において付

託された標記について、平成１４年１２月６日中央最低賃金審議会了承の中央

最低賃金審議会産業別最低賃金制度全員協議会報告を基に平成１５年７月３１

日の本審において中間報告したところであるが、累次にわたり慎重に審議を重

ねた結果、別紙のとおりの結論に達したので報告する。 

なお、本件の審議に当たった当小委員会の委員は、下記のとおりである。 

 

記 

 

 公益代表委員   小 野 朝 男    山 中   静 

 労働者代表委員   後 藤 武 幸    村 上 正 次 

 使用者代表委員   尾 﨑 武 久    塩 路 茂 一 

                             （五十音順） 

 

 

 

 

 

 

資料３ 
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（別紙） 

産業別最低賃金制度改善検討小委員会報告 

平成１５年１１月１４日 

 

１ 関係労使当事者間の意思疎通について 

  意向表明後、意向表明がなされた事実を審議会委員及び意向表明者が労働

組合である場合はその使用者に、意向表明者が使用者である場合には当該使

用者に関係する労働組合あてに事務局から通知するものとする。 

また、通知を受けた関係労使は、引き続き意思疎通に努めるものとする。 

 

 関係労使当事者間の意思疎通 

産業別最低賃金の決定、改正又は廃止（以下「決定等」という。）に関する申出について、

関係労使が双方の意向を了知しておくことは、その後の円滑な審議にとって重要であるため、

当該申出の意向表明後速やかに、関係労使当事者間の意思疎通を図ることとする。この場合の

意思疎通としては、関係労使当事者間において話合いを持つことが望ましい。 

なお、関係労使当事者とは、主として、労働協約締結当事者の使用者（使用者団体を含む。）又は労

働組合、都道府県内における当該産業の関係労使団体などを指すものである。 

 

２ 関係労使の参加による必要性審議について 

本年度は、産業別最低賃金設定の趣旨を重視し、労使委員の努力により全会

一致となったところであり、必要性審議については、引き続き本審委員による

特別小委員会において調査審議を行い、全会一致の議決に努めるものとする。 

なお、特別小委員会の調査審議に当たっては、改正申出書の内容、当該産業

のおかれた状況等からみて、「必要性無し」が明らかである場合を除き、可能

な限り「必要性有り」の答申とし、公示等による関係労使の意見聴取が可能な

専門部会による審議の場を確保するものとする。 

 

 関係労使の参加による必要性審議 

産業別最低賃金の決定等の必要性の有無に関する調査審議（以下「必要性審議」という。）

について、従来どおりの方法で行うか、当該産業の労使が入った場で行うかを、地方最低賃金

審議会において、地域、産業の実情を踏まえつつ、検討することとする。 

 なお、必要性審議において、当該産業別最低賃金が適用される中小企業を含めた関係労使が

参加することにより、より実質的な審議が行われることを期待するものである。 

３ 金額審議における全会一致の議決に向けた努力について 
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本年度は、産業別最低賃金設定の趣旨を重視し、労使委員の努力により全

会一致となったところであり、今後も、決定又は改正の金額審議に当たって

は、全会一致の議決に努めるものとする。 

 

 金額審議における全会一致の議決に向けた努力 

関係労使のイニシアティブ発揮により設定されるという産業別最低賃金の性格から、産業別最

低賃金の決定又は改正の金額に関する調査審議については、全会一致の議決に至るよう努力する

ことが望ましい。 

 

４ 関係労使の自主的な努力による周知及び履行確保について 

今後とも、関係労使それぞれの立場で自主的な努力により創意工夫を凝ら

し、周知及び履行確保に努めるものとする。 

   

関係労使の自主的な努力による周知及び履行確保 

産業別最低賃金の周知及び履行確保について、関係労使のイニシアティブ発揮により設定さ

れるという産業別最低賃金の性格にかんがみ、行政の役割とあいまって、当該産業別最低賃金

が適用される関係労使がその自主的な努力により、産業別最低賃金の周知及び履行確保に努め

ることが望ましい。 

 

５ 労働協約ケースによる申出に向けた努力について 

和歌山県鉄鋼業最低賃金については、本年度、労働協約ケースに移行したと

ころであるが、和歌山県百貨店,総合スーパー最低賃金については、当面、公

正競争ケースによるものとし、労働協約ケースへの移行は今後の課題とする。 

 

 労働協約ケースによる申出に向けた努力 

平成 10 年報告を踏まえ、関係労使の努力により労働協約ケースが増加してきているところで

あるが、今後においても平成 10 年報告の再確認を通じ、公正競争ケースから労働協約ケースに

よる申出に向けて一層努めることとする。 

なお、公正競争ケースによる申出において、申出者は平成 10 年報告を踏まえ、賃金格差の存

在を疎明するための資料の一層の充実を図ることとする。 

 

 

６ 適用労働者数の要件について 

最低賃金が適用される「相当数の労働者」の範囲については、和歌山県鉄鋼
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業最低賃金、和歌山県百貨店,総合スーパー最低賃金とも1,000人程度とする。 

適用される労働者数が1,000人程度を下回った場合は、意向表明を受けて、

速やかに審議会の中に検討の場を設けるものとする。 

 

 適用労働者数の要件 

「新しい産業別最低賃金の運用方針（昭和 57 年１月 14 日中央最低賃金審議会答申）」にお

いて、新しい産業別最低賃金については「相当数の労働者に当該最低賃金の適用が見込まれる

ものでなければならない」とされていること、また、昭和 61 年答申における新産業別最低賃金

への転換に係る経過措置として「「相当数の労働者」の範囲については、地方最低賃金審議会

において、原則として 1,000 人程度を基準として、地域の実情に応じ決定するものとする」と

されていることを考慮し、産業別最低賃金における「相当数の労働者」の範囲についても、原則とし

て 1,000 人程度とし、地域、産業の実情を踏まえ、1,000 人程度を下回ったものについては、申出を受け

て、地方最低賃金審議会において、廃止等について調査審議を行うこととする。 

 

７ 適用労働者数等の通知について 

適用労働者数等を労使双方で確認するため、意向表明があった場合、審議

会委員及び意向表明者並びに意向表明者が労働組合である場合はその使用者

に、意向表明者が使用者である場合には当該使用者に関係する労働組合あて

に事務局から通知するものとする。 

 

 適用労働者数等の通知 

産業別最低賃金の決定等に関する申出の意向表明があった場合には、適用労働者数等を労使

双方で確認できるようにするため、当該申出の意向表明後速やかに、最低賃金審議会事務局か

ら当該産業別最低賃金の基幹的労働者である適用労働者数等を明示し、関係労使に通知するこ

ととする。 

 

８ 産業別最低賃金の表示単位期間の時間額単独方式の検討について 

平成１４年度から和歌山県最低賃金が時間額単独方式に移行したことによ

り、産業別最低賃金についても、賃金支払形態、所定労働時間などの異なる労

働者について、最低賃金適用上の公平、就業形態の多様化、さらには、分かり

やすさの観点から、和歌山県百貨店,総合スーパー最低賃金が昨年度から時間

額単独方式に移行し、和歌山県鉄鋼業最低賃金については、本年度、関係労使

の努力により時間額単独方式に移行した。 

今後においても、時間額のみの設定とし、日額は決定しないものとする。 



 5

 

 産業別最低賃金の表示単位期間の時間額単独方式の検討 

地域別最低賃金の表示単位期間については、平成 14 年度からすべての都道府県で時間額単独

方式に移行したところであり、産業別最低賃金の表示単位期間の時間額単独方式への移行につ

いても、地方最低賃金審議会において、地域、産業の実情を踏まえつつ、検討することとす

る。 

 

 

 

 

【注：枠内は、平成 16 年度の産業別最低賃金に係る審議資料用とするため、平成 15 年度に「和

歌山地方最低賃金審議会産業別最低賃金制度改善検討小委員会」で検討した「１４年全協

報告」を参考のため挿入したものである。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山地方最低賃金審議会 

産業別最低賃金制度改善検討小委員会における審議経過 
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平成１５年１２月１日 

 

１ 平成１４年１２月６日に出された「中央最低賃金審議会産業別最低賃金制

度全員協議会報告」いわゆる「全協報告」、については、平成１５年３月５日

開催の平成１４年度第６回本審において伝達された。 

 全協報告の趣旨は、「地方最低賃金審議会がその自主性を発揮しつつ、全協

報告に沿った改善を行い、一層円滑な審議と運用がなされることを期待する。」

というものであった。 

 

２ 平成１５年４月１８日の第７回本審においては、「全協報告については、検

討すべき事項が多岐にわたることから小委員会を設け検討することが望まし

い。」との結論に至り、平成１５年５月１６日開催の第４３期委員による第１

回本審において、本審委員公労使各２名による「産業別最低賃金制度改善検討

小委員会」が設置された。 

 

３ 第 1 回検討小委員会を６月１２日に、第２回検討小委員会を７月１４日に

開催し、「必要性の有無は従来どおり特別小委員会で審議することが望まし

い。」との中間報告を７月３１日開催の第２回本審で行ったところである。 

 

４ その後、本年度の産別審議を終了した後の１１月１４日の第３回検討小委

員会においては、前回までの検討事項に加え、特別小委員会（８月１９日）や

本年度の産別最賃の専門部会で出された意見についても検討し、労使双方委

員から産別最賃に対する考え方が述べられた。 

 

５ 特に、必要性審議の持ち方、周知に当たっての適用対象事業場を特定する困

難さ等、産別最賃特有の問題についても慎重に検討されたところである。 

今後、検討小委員会報告が労使委員の申し合わせ事項として尊重されるこ

とを期待して取りまとめられたものである。 

 



和歌山労働局

申出年月日 申出の理由

申出者数が対象

5,025 名     ②／①％ 基幹労働者数の

１／３を満たして

63.5 % いる。

　　　　　２団体 3,193 名     (61.3 %)

　　　（日本製鉄和歌山労組 3,080 名）   

申出者数が対象

1,652 名     ②／①　％ 基幹労働者数の

１／３を満たして

いる。

　　　　　　3団体 994 名     

　　　　　5事業所 300 名     

申出者数が対象

11,218 名     ②／①　％ 基幹労働者数の

１／３を満たして

いる。

　　　　　　7団体 3,067 名     

　　　　　68事業所 1,509 名     

特定最低賃金の決定等の必要性に関する形式的審査結果

産業別最低賃金 基幹的労働者または使用者の範囲 形式的要件の適否（審査） 備考
団　体　名

百貨店,総合スー
パー

令和３年６月２５日 改正決定

　　①当該産業別最低賃金の適用を受け

適　　　正

　　　 る基幹的労働者

和歌山県小売最賃会議
議長　田中　博景

　　②申出を行う者が代表する基幹的労働者

78.3 %

鉄　　鋼     業

令和３年７月１６日 改正決定

　　①当該産業別最低賃金の適用を受け

適　　　正

　 　　る基幹的労働者

日本基幹産業労働組合連合会
和歌山県本部　委員長　山本　龍一

　　②申出を行う者が代表する基幹的労働者

資
料
４

百貨店,総合スー
パー

各種食料品小売業

令和３年６月２５日 決定

　　①当該産業別最低賃金の適用を受け

適　　　正

　　　 る基幹的労働者

和歌山県小売最賃会議
議長　田中　博景

　　②申出を行う者が代表する基幹的労働者

40.8 %













㊢ 
和労発基 0727 第１号 

令和３年７月 2 7 日 

 

 

和歌山地方最低賃金審議会 

  会長 冨 山 信 彦 殿 

 

 

                    和 歌 山 労 働 局 長 
                        池 田 真 澄 

 

 

最低賃金の改正決定の必要性の有無について（諮問） 

 

 

令和３年６月 25 日付けをもって申出代表者和歌山県小売最賃会議議長 田中

博景から、また、令和３年７月 16 日付けをもって申出代表者日本基幹産業労働

組合連合会和歌山県本部委員長 山本龍一から、最低賃金法（昭和 34 年法律第

137 号）第 15 条第１項の規定に基づき、下記最低賃金の改正決定に関する申出

があったので、同法第 21 条の規定により、その必要性の有無について、貴会の

意見を求める。 

 

記 

 

  和歌山県百貨店，総合スーパー最低賃金 

  （平成 20 年和歌山労働局最低賃金公示第２号） 

 

  和歌山県鉄鋼業最低賃金 

  （平成 25 年和歌山労働局最低賃金公示第２号） 

資料８ 



㊢ 
和労発基 0727 第２号 

令和３年７月 2 7 日 

 

 

和歌山地方最低賃金審議会 

  会長 冨 山 信 彦 殿 

 

 

                    和 歌 山 労 働 局 長 

                        池 田 真 澄 

 

 

最低賃金の決定の必要性の有無について（諮問） 

 

 

令和３年６月 25 日付けをもって申出代表者和歌山県小売最賃会議議長 田中

博景から最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 15 条第１項の規定に基づき、

別添（写）のとおり、和歌山県百貨店，総合スーパー、各種食料品小売業最低賃

金の決定に関する申出があったので、同法第 21 条の規定により、その必要性の

有無について、貴会の意見を求める。 

 









発効年度 日額［円］ 時間額［円］ 発効年月日 日額［円］ 時間額［円］ 発効年月日 日額［円］ 時間額［円］ 発効年月日

４８．１．２０

和歌山市以外

４８．　３．　１

昭和４８年 1,250 157 ４９．　３．３０

昭和４９年 1,640 205 ５０．　２．２７

昭和５０年 1,896 237 ５１．　２．２７

昭和５１年 2,080 260 ５１．１１．１３

昭和５２年 2,281 286 ５２．１０．３１

昭和５３年 2,426 304 ５３．１０．　９

昭和５４年 2,576 322 ５４．１０．　６

昭和５５年 2,755 345 ５５．１０．１８

昭和５６年 2,930 367 ５６．１０．１０

昭和５７年 3,087 386 ５７．１０．　６

昭和５８年 3,185 399 ５８．１０．　６

昭和５９年 3,283 411 ５９．１０．　５

昭和６０年 3,401 426 ６０．１０．　３

昭和６１年 3,503 438 ６１．１０．　１

昭和６２年 3,580 448 ６２．１０．　１

昭和６３年 3,687 461 ６３．１０．　１

平成 元年 3,837 480 　１．１０．　１ 4,327 541 　２．　３．２５ 　 　 　

4,192 524 　２．　５．１９

4,424 553 　３．　３．１６

平成　３年 4,218 528 　３．１０．　１ 4,839 605 　３．１２．３０ 4,674 585 　３．１２．３０

平成　４年 4,394 550 　４．１０．　１ 5,054 632 　４．１２．３０ 4,880 610 　４．１２．３０

平成　５年 4,529 569 　５．１０．　１ 5,214 652 　５．１２．３０ 5,040 630 　５．１２．３０

平成　６年 4,637 582 　６．１０．　１ 5,348 669 　６．１２．３０ 5,168 647 　６．１２．３０

平成　７年 4,743 594 　７．１０．　１ 5,470 683 　７．１２．３０ 5,280 661 　７．１２．３０

平成　８年 4,842 606 　８．１０．　１ 5,584 697 　８．１２．３０ 5,399 676 　８．１２．３０

平成　９年 4,948 619 　９．１０．　１ 5,706 712 　９．１２．３０ 5,519 691 　９．１２．３０

平成１０年 5,037 630 １０．１０．　１ 5,800 725 １０．１２．３０ 5,613 704 １０．１２．３０

平成１１年 5,082 635 １１．１０．　１ 5,850 732 １１．１２．３０ 5,663 710 １１．１２．３０

平成１２年 5,122 641 １２．１０．　１ 5,896 738 １２．１２．３０ 5,707 716 １２．１２．３０

平成１３年 5,157 645 １３．１０．　１ 5,931 742 １３．１２．３０ 5,742 720 １３．１２．３０

平成１４年 645 １４．１０．　１ 5,937 743 １４．１２．３０ 721 １４．１２．３０

平成１５年 645 １４．１０．　１ 744 １５．１２．３０ 721 １４．１２．３０

平成１６年 645 １４．１０．　１ 747 １６．１２．３０ 721 １４．１２．３０

平成１７年 649 １７．１０．　１ 752 １７．１２．３０ 723 １７．１２．３０

平成１８年 652 １８．１０．　１ 757 １８．１２．３０ 727 １８．１２．３０

平成１９年 662 １９．１０．２０ 769 １９．１２．３０ 732 １９．１２．３０

平成２０年 673 ２０．１０．３１ 782 ２０．１２．３０ 738 ２０．１２．３０

平成２１年 674 ２１．１０．３１ 785 ２１．１２．３０ 739 ２１．１２．３０

平成２２年 684 ２２．１０．２９ 793 ２２．１２．３０ 741 ２２．１２．３０

平成２３年 685 ２３．１０．１３ 799 ２３．１２．３０ 743 ２４．　１．　６

平成２４年 690 ２４．１０． １ 805 ２４．１２．３０ 747 ２４．１２．３０

平成２５年 701 ２５．１０．１９ 818 ２５．１２．３０ 754 ２５．１２．３０

平成２６年 715 ２６．１０．１７ 834 ２６．１２．３０ 765 ２６．１２．３０

平成２７年 731 ２７．１０．２ 849 ２７．１２．３１ 780 ２８．　１．　３

平成２８年 753 ２８．１０．１ 871 ２８．１２．３０ 799 ２８．１２．３０

平成２9年 777 ２９．１０．１ 895 ２９．１２．３０ 810 ２９．１２．３０

平成30年 803 ３０．１０．１ 921 ３０．１２．３０ 830 ３０．１２．３０

令和元年 830 １．１０．１ 948 １．１２．３０ 850 １．１２．３０

令和２年 831 ２．１０．１ 949 ２．１２．３０ 851 ３．２．１１

和歌山県の最低賃金額の推移
和歌山県最低賃金 和歌山県鉄鋼業最低賃金 和歌山県百貨店，総合スーパー最低賃金

昭和４７年 1,060 133

　２．１２．２６平成　２年 4,022 503 　２．１０．　１ 4,565 571

資料11


